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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　正極活物質を有する正極及び負極活物質を有する負極を有する二次電池において、
　該正極及び該負極の少なくとも一方が、カルボニル基またはアミン基を有する有機レド
ックス化合物（化１，２）と、アミン基またはカルボニル基を有するリンカー化合物（化
４，５）と、が、縮重合によりアミドまたはイミド結合を形成することによって得られた
共重合体を有することを特徴とする二次電池。
【化１】
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【化２】

（化１，２のいずれにおいても、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４はそれぞれ独立に水素、鎖状ま
たは環状の炭化水素であり、窒素、酸素、硫黄、燐を含んでいても良い。Ｘ１、Ｘ２は水
酸基、ハロゲン元素または酸無水物であり、ｎ，ｍ，ｌ，ｋは０～３の整数である。ここ
で（Ａ）は化３で示されるテトラチアフルバレンであり、カルボニル基、アミン基、Ｒ１
～Ｒ４の置換基はａ、ｂ、ｃ、ｄの任意の位置をとる事ができる。）

【化３】

【化４】

【化５】

（化４，５のいずれにおいても、Ｌは鎖状または環状の炭化水素であり、窒素、酸素、硫
黄、燐を含んでいても良く、化１～２中の（Ａ）と同じく化３で示されるテトラチアフル
バレンであってもよい。Ｘ３、Ｘ４は水酸基、ハロゲン元素または酸無水物である。）
【請求項２】
　前記有機レドックス化合物は、化６で表される化合物であり、前記リンカー化合物が化
７で表される化合物である請求項１記載の二次電池。
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【化６】

（Ｘは水酸基、ハロゲンまたは酸無水物である。）
【化７】

（ＬはＣが２～６のアルキル基または、フェニル基及びその誘導体である。）
【請求項３】
　前記有機レドックス化合物は、化８で表される化合物であり、前記リンカー化合物が前
記化７で表される化合物である請求項１記載の二次電池。
【化８】

（Ｘは水酸基、ハロゲンまたは酸無水物である。）
【請求項４】
　前記有機レドックス化合物は、化９で表される化合物であり、前記リンカー化合物が化
１０で表される化合物である請求項１記載の二次電池。

【化９】
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【化１０】

（ＬはＣが２～６のアルキル基または、フェニル基及びその誘導体である。）
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、二次電池に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ノート型パソコン、携帯電話などの携帯型電子機器の急速な市場拡大に伴い、これらに
用いるエネルギー密度が大きな小型大容量二次電池への要求が高まっている。この要求に
応えるためにリチウムイオン等のアルカリ金属イオンを荷電担体としてその電荷授受に伴
う電気化学反応を利用した二次電池が開発されている。
【０００３】
　近年、エネルギー密度が高く、より軽量な電池を作製するために、有機化合物を電極材
料に用いる検討が行われている。このような電池は、例えば、特許文献１に開示されてい
る。
【０００４】
　しかしながら、有機化合物を活物質として用いた電極では、軽量という特性は実現する
ことができるが、繰り返し充放電特性に問題を有していた。その理由としては、有機化合
物として例えばテトラチアフルバレンを用いた場合、充放電反応が進むと電子が抜けてカ
チオンとなり、電解液のアニオンと塩を形成し、溶解性が増加し、電解液中に溶出するこ
とでサイクル特性が低下するという問題があった。
【０００５】
　このような問題に対して、金属や炭素材料に担持、ポリマー化等、有機化合物を不溶化
する報告や、充放電利用範囲を制限することより溶出を抑制するなどの報告がされている
。（例えば特許文献２，３参照）
　しかしながら、導電材等の基材に担持させたり、充放電利用範囲を制限してしまうと重
量当りの容量が低下してしまうという問題があった。また、従来の技術で用いられている
電解重合では大量生産に向かないことや、硫黄を含む系でのラジカル重合は難しいため工
業化には至っていなかった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特許第３６８７７３６号
【特許文献２】特開２００４－１１１３７４号公報
【特許文献３】特開２００７－３０５４６１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、上記実情に鑑み完成されたものであり、エネルギー密度が高く、且つ、サイ
クル特性を向上することが可能であり、工業化が容易な活物質及びそれを用いた二次電池
を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
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【０００８】
　上記課題を解決するために、本発明者等は二次電池の電極について検討を重ねた結果、
正極または負極の少なくとも一方の活物質に、有機レドックス化合物とリンカー化合物と
の共重合体を用いることで、エネルギー密度が高くかつサイクル特性が向上した二次電池
となることを見出した。
【０００９】
　すなわち、請求項１に記載の本発明の二次電池は、正極活物質を有する正極及び負極活
物質を有する負極を有する二次電池において、正極及び負極の少なくとも一方が、カルボ
ニル基またはアミン基を有する有機レドックス化合物（化１１，１２）と、アミン基また
はカルボニル基を有するリンカー化合物（化１４，１５）と、が、縮重合によりアミドま
たはイミド結合を形成することによって得られた共重合体を有することを特徴とする二次
電池。
【００１０】
【化１１】

【００１１】
【化１２】

【００１２】
（化１１，１２のいずれにおいても、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４はそれぞれ独立に水素、鎖
状または環状の炭化水素であり、窒素、酸素、硫黄、燐を含んでいても良い。Ｘ１、Ｘ２
は水酸基、ハロゲン元素または酸無水物であり、ｎ，ｍ，ｌ，ｋは０～３の整数である。
ここで（Ａ）は化１３で示されるテトラチアフルバレンであり、カルボニル基、アミン基
、Ｒ１～Ｒ４の置換基はａ、ｂ、ｃ、ｄの任意の位置をとる事ができる。）
【００１３】
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【化１３】

【００１４】
【化１４】

【００１５】
【化１５】

【００１６】
（化１４，１５のいずれにおいても、Ｌは鎖状または環状の炭化水素であり、窒素、酸素
、硫黄、燐を含んでいても良く、化１１～１２中の（Ａ）と同じく化１３で示されるテト
ラチアフルバレンであってもよい。Ｘ３、Ｘ４は水酸基、ハロゲン元素または酸無水物で
ある。）
【００１７】
　請求項１に記載の本発明の二次電池では、正極と負極の少なくとも一方の活物質として
アミドまたはイミド結合によって有機レドックス化合物とリンカー化合物が共重合体を形
成することにより得られた共重合体を有している。この共重合体は、安定なアミド結合ま
たはイミド結合によって結合しており、電解液への溶出が抑制されることで二次電池のサ
イクル特性が向上する。
【００１８】
　すなわち、本発明の二次電池は、有機レドックス構造により活物質としても機能する共
重合体が、有機レドックス化合物とリンカー化合物とが縮重合した構造を有していること
から、電解液へ溶出することが抑制され、かつサイクル特性が向上した二次電池となって
いる。
【００１９】
　さらに、活物質に用いられる共重合体は、大量生産に不向きな電解重合や、硫黄を含む
ポリマーの重合に適さないラジカル重合とは異なり、カルボニル基とアミン基の縮合反応
によって得られるため、工業化も容易に行うことができる効果を発揮する。
【００２０】
　請求項２に記載の本発明の二次電池は、請求項１において、有機レドックス化合物は、
化１６で表される化合物であり、リンカー化合物が化１７で表される化合物である。
【００２１】
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【化１６】

（Ｘは水酸基、ハロゲンまたは酸無水物である。）
【００２２】
【化１７】

（ＬはＣが２～６のアルキル基または、フェニル基及びその誘導体である。）。
【００２３】
　上記の化１１で示されるカルボニル基を有するレドックス化合物の具体的な例として、
化１６で示されるレドックス化合物を、化１４で示されるアミン基を有するリンカー化合
物の具体的な例として、化１７で示される化合物をあげることができ、このレドックス化
合物及びリンカー化合物を用いることで、請求項１に記載の効果を発揮できるようになる
。
【００２４】
　請求項３に記載の本発明の二次電池は、請求項１において、有機レドックス化合物は、
化１７で表される化合物であり、リンカー化合物が前記化１７で表される化合物である。
【００２５】
【化１８】

（Ｘは水酸基、ハロゲンまたは酸無水物である。）
【００２６】
　上記の化１２で示されるアミン基を有するレドックス化合物の具体的な例として、化１
８で示されるレドックス化合物を、化１４で示されるアミン基を有するリンカー化合物の
具体的な例として、化１７で示される化合物をあげることができ、このレドックス化合物
及びリンカー化合物を用いることで、請求項１に記載の効果を発揮できるようになる。
【００２７】
　請求項４に記載の本発明の二次電池は、請求項１において、有機レドックス化合物は、
化１９で表される化合物であり、リンカー化合物が化２０で表される化合物である。
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【００２８】
【化１９】

【００２９】
【化２０】

（ＬはＣが２～６のアルキル基または、フェニル基及びその誘導体である。）
【００３０】
　上記の化１２で示されるアミン基を有するレドックス化合物の具体的な例として、化１
９で示されるレドックス化合物を、化１５で示されるカルボニル基を有するリンカー化合
物の具体的な例として、後記の化３４で示される化合物をあげることができ、このレドッ
クス化合物及びリンカー化合物を用いることで、請求項１に記載の効果を発揮できるよう
になる。
【発明の効果】
【００３１】
　本発明の二次電池は、活物質としてアミドまたはイミド結合によって有機レドックス化
合物とリンカー化合物が共重合体を形成することにより、電解液への溶出を抑制でき、サ
イクル特性の向上を可能とするものである。
【００３２】
　また、有機レドックス化合物とリンカー化合物の共重合体は、大量生産に不向きな電解
重合や、硫黄を含むポリマーの重合に適さないラジカル重合とは異なり、カルボニル基と
アミン基の縮合反応によって得られるため、工業化も容易である。
【図面の簡単な説明】
【００３３】
【図１】実施例で製造したコイン型電池の構造を概略的に示す縦断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００３４】
　（二次電池）
　本発明の二次電池は、有機レドックス化合物とリンカー化合物との共重合体を電極活物
質として有している。
【００３５】
　この共重合体は、その製造方法が限定されるものではなく、たとえば、有機溶媒中で有
機レドックス化合物及びリンカー化合物を適切な指示薬を用い、適切な温度で混合するこ
とにより沈殿として得られる方法を例示できる。
【００３６】
　本発明の二次電池は、正極活物質と負極活物質の少なくとも一方に、有機レドックス化
合物とリンカー化合物との共重合体を採用した構成を有すること以外は、その電池の種類
が特に限定されるものではない。なお、本発明の二次電池は、共重合体が非水電解液に溶
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解しないことから、非水電解液電池であることが好ましい。そして、非水電解液電池とし
ては、リチウム電池、リチウムイオン電池であることがより好ましい。
【００３７】
　また、本発明の二次電池は、正極活物質と負極活物質の少なくとも一方に、有機レドッ
クス化合物とリンカー化合物との共重合体を採用した構成を有する以外の構成は、特に限
定されるものではなく、従来公知の二次電池と同様の構成とすることができる。
【００３８】
　本発明の二次電池において、電極は、有機レドックス化合物とリンカー化合物との共重
合体を有すること以外の構成は、従来の二次電池の電極と同様な構成とすることができる
。つまり、電極は、電極活物質、導電材、バインダ、添加材を必要に応じて選択して用い
ることができる。本発明において、有機レドックス化合物とリンカー化合物との共重合体
は、電極活物質として機能するが、電極活物質としては、従来公知の電極活物質と混合し
て用いてもよい。
【００３９】
　（リチウムイオン電池）
　本発明の二次電池は、正極が、リチウム遷移金属複合酸化物よりなる正極活物質と、有
機レドックス化合物とリンカー化合物との共重合体と、を有するリチウムイオン（二次）
電池であることが好ましい。
【００４０】
　リチウム含有遷移金属酸化物は、Ｌｉイオン（Ｌｉ＋）を脱挿入できる材料であり、層
状構造またはスピネル構造のリチウム－金属複合酸化物を挙げることができる。具体的に
は、Ｌｉ１－ＺＮｉＯ２、Ｌｉ１－ＺＭｎＯ２、Ｌｉ１－ＺＭｎ２Ｏ４、Ｌｉ１－ＺＣｏ
Ｏ２などの金属酸化物系材料をあげることができる。さらに、Ｌｉ１－ＺβＰＯ４として
は、ＬｉＦｅＰＯ４をあげることができ、それらを１種以上含む化合物をあげることがで
きる。なお、Ｚは０～１の数を示す。また、各々の金属酸化物系材料は、Ｌｉ、Ｍｇ、Ａ
ｌ、又はＣｏ、Ｔｉ、Ｎｂ、Ｃｒ等の遷移金属を添加または置換した材料等であってもよ
い。さらに、これらのリチウム－金属複合酸化物を単独で用いるばかりでなくこれらを複
数種類混合して用いてもよい。
【００４１】
　本発明の二次電池（リチウムイオン電池）の正極は、導電材を有することができる。こ
の導電材としては、ケッチェンブラック、アセチレンブラック、カーボンブラック、グラ
ファイト、カーボンナノチューブ、非晶質炭素等などをあげることができる。また、導電
性高分子ポリアニリン、ポリピロール、ポリチオフェン、ポリアセチレン、ポリアセンな
どもあげることができる。
【００４２】
　また、本発明の二次電池（リチウムイオン電池）の正極は、バインダを添加することが
できる。このバインダは、高分子材料から形成されることが望ましく、二次電池内の雰囲
気において化学的・物理的に安定な材料であることが望ましい。このバインダとしては、
ポリフッ化ビニリデン、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）、カルボキシルメチル
セルロース（ＣＭＣ）をあげることができる。
【００４３】
　本発明の二次電池（リチウムイオン電池）の正極は、正極活物質、有機レドックス化合
物とリンカー化合物との共重合体、を有する正極合剤層が集電体の表面に形成された形態
とすることが好ましい。そして、正極合剤層が、導電材その他の材料から必要に応じて選
択されるバインダ、添加材を有することができる。
【００４４】
　本発明の二次電池の好ましい形態であるリチウムイオン電池においては、正極が正極活
物質と有機レドックス化合物とリンカー化合物との共重合体を有すること以外の構成は、
従来のリチウムイオン電池と同様な構成とすることができる。すなわち、従来公知のリチ
ウムイオン電池用の負極、電解液をケース内に収容した構成とすることができる。
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【００４５】
　本発明の二次電池（リチウムイオン電池）の負極は、リチウムイオンを充電時には吸蔵
し且つ放電時には放出する化合物を負極活物質として用いることができる。この負極活物
質は、その材料構成で特に限定されるものではなく、公知の材料、構成のものを用いるこ
とができる。例えば、リチウム金属、グラファイト又は非晶質炭素等の炭素材料等、ケイ
素、スズなどを含有する合金材料、Ｌｉ４Ｔｉ５Ｏ１２、Ｎｂ２Ｏ５等の酸化物材料をあ
げることができる。
【００４６】
　電解液は、特に限定されるものではなく、有機溶媒などの溶媒に支持塩を溶解させたも
の、自身が液体状であるイオン液体、そのイオン液体に対して更に支持塩を溶解させたも
のをあげることができる。
【００４７】
　有機溶媒としては、通常のリチウムイオン二次電池の電解液に用いられる有機溶媒をあ
げることができる。例えば、カーボネート類、ハロゲン化炭化水素、エーテル類、ケトン
類、ニトリル類、ラクトン類、オキソラン化合物等をあげることができる。特に、プロピ
レンカーボネート、エチレンカーボネート、１，２－ジメトキシエタン、ジメチルカーボ
ネート、ジエチルカーボネート、エチルメチルカーボネート等及びそれらの混合溶媒を用
いることが好ましい。これらの有機溶媒のうち、特に、カーボネート類、エーテル類から
なる群より選ばれた一種以上の非水溶媒が、支持塩の溶解性、誘電率および粘度において
優れ、かつ電池の充放電効率も高いため、好ましい。
【００４８】
　イオン液体は、通常リチウム二次電池の電解液に用いられるイオン液体であれば特に限
定されるものではない。例えば、イオン液体のカチオン成分としては、Ｎ－メチル－Ｎ－
プロピルピペリジニウムや、ジメチルエチルメトキシアンモニウムカチオン等をあげるこ
とができ、アニオン成分としは、ＢＦ４－、Ｎ（ＳＯ２ＣＦ３）２－等をあげることがで
きる。
【００４９】
　本発明の二次電池（リチウムイオン電池）において、電解液に用いられる支持塩として
は、特に限定されるものではなく、例えば、ＬｉＰＦ６、ＬｉＢＦ４、ＬｉＡｓＦ６、Ｌ
ｉＣＦ３ＳＯ３、ＬｉＮ（ＣＦ３ＳＯ２）２、ＬｉＣ（ＣＦ３ＳＯ２）３、ＬｉＳｂＦ６

、ＬｉＳＣＮ、ＬｉＣｌＯ４、ＬｉＡｌＣｌ４、ＮａＣｌＯ４、ＮａＢＦ４、ＮａＩ、こ
れらの誘導体等の塩化合物をあげることができる。これらの中でも、ＬｉＰＦ６、ＬｉＢ
Ｆ４、ＬｉＣｌＯ４、ＬｉＡｓＦ６、ＬｉＣＦ３ＳＯ３、ＬｉＮ（ＣＦ３ＳＯ２）２、Ｌ
ｉＣ（ＣＦ３ＳＯ２）３、ＬｉＮ（ＦＳＯ２）２、ＬｉＮ（ＣＦ３ＳＯ２）（Ｃ４Ｆ９Ｓ
Ｏ２）、ＬｉＣＦ３ＳＯ３の誘導体、ＬｉＮ（ＣＦ３ＳＯ２）２の誘導体及びＬｉＣ（Ｃ
Ｆ３ＳＯ２）３の誘導体からなる群から選ばれる１種以上の塩を用いることが、電気特性
の観点から、好ましい。
【００５０】
　本発明の二次電池（リチウムイオン電池）においては、正極と負極との間には電気的な
絶縁作用とイオン伝導作用とを両立する部材であるセパレータを介装することが好ましい
。支持電解質が液状である場合にはセパレータは、液状の支持電解質を保持する役割をも
果たす。セパレータとしては、多孔質合成樹脂膜、特にポリオレフィン系高分子（ポリエ
チレン、ポリプロピレン）の多孔質膜をあげることができる。更に、セパレータは、正極
及び負極の間の絶縁を担保する目的で、正極及び負極よりも更に大きい形態を採用するこ
とが好ましい。
【００５１】
　本発明の二次電池（リチウムイオン電池）は、上記の要素以外に、その他必要に応じた
要素とからなる。本発明の二次電池は、その形状は特に制限を受けず、コイン型、円筒型
、角型、ラミネートセル等、種々の形状、形態の電池とすることができる。
【００５２】
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　（二次電池の製造方法）
　本発明の二次電池は、その製造方法が特に限定されるものではなく、従来公知の二次電
池の製造方法を用いることができる。つまり、電極活物質と、有機レドックス化合物とリ
ンカー化合物との共重合体と、を溶媒に分散してスラリーを調製し、このスラリーを塗布
、乾燥させることで、電極活物質と有機レドックス化合物とリンカー化合物との共重合体
を有する電極を製造することができる。なお、乾燥後に、スラリーから形成される電極合
剤層をプレス等で圧縮してもよい。
【００５３】
　そして、製造された電極を含む正極と負極を、セパレータを介した状態で積層して電極
体を形成し、電解液と共にケース内に収容して封止することで、二次電池を製造できる。
【実施例】
【００５４】
　以下、実施例を用いて本発明を具体的に説明する。
【００５５】
　本発明の実施例として、リチウム二次電池を製造した。
【００５６】
　（実施例１）
　（共重合体の合成）
　化２１で示されるジカルボン酸化合物（有機レドックス化合物）６ｇと、化２２で示さ
れるジアミン化合物（リンカー化合物）２．２ｇを、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド中で
、ピリジン、亜りん酸ジフェニル存在下で１００℃、１６時間加熱した。生じた沈殿を、
ろ取、洗浄して、化２３で示される共重合体５．５ｇが得られた。なお、共重合反応は、
シュレンクフラスコ中で、アルゴン雰囲気下で行われた。また、生成した共重合体は、化
２３に示したように、化２１と化２２の化合物がアミド結合をした高分子化合物である。
【００５７】
【化２１】

【００５８】
【化２２】

【００５９】
【化２３】
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　（正極の作成）
　生成された共重合体４０ｍｇと、導電材としてアセチレンブラック４０ｍｇと、を均一
に混合し、溶剤としてＮ－メチル－２－ピロリドン２ｍｌと、バインダとしてポリフッ化
ビニリデン１０ｍｇを加えて、均一になるまで混合して黒色のスラリーを調製した。これ
により正極スラリーが製造された。
【００６１】
　正極スラリーをアルミニウム箔集電体上にキャストし、６０℃で真空乾燥を１時間行っ
た。これを１４ｍｍの円盤状に打ち抜いて正極とした。
【００６２】
　（電解液の調製）
　エチレンカーボネート（ＥＣ）とジエチルカーボネート（ＤＥＣ）とを３：７の質量比
で混合した有機溶媒に、ＬｉＰＦ６を１．０ｍｏｌ／Ｌの濃度となるように添加し電解液
とした。
【００６３】
　（リチウム二次電池の作製）
　製造された本実施例の正極１を用いてコイン型のリチウム二次電池を製造した。本実施
例のリチウム二次電池１０を断面図で図１に示した。
【００６４】
　本実施例の二次電池１０は、正極１、負極２、電解液３およびセパレータ７を有する。
負極２には金属リチウムを、電解液３は調製した前記電解液を、セパレータ７は厚さ２５
μｍのポリエチレン製の多孔質膜を用いた。なお、正極１は正極集電体１ａをもち、負極
２は負極集電体２ａをもつ。
【００６５】
　これらの発電要素をステンレス製のケース５（正極ケースと負極ケースから構成されて
いる）中に収納した。正極ケースと負極ケースとは正極端子と負極端子とを兼ねている。
正極ケースと負極ケースとの間にはポリプロピレン製のガスケット６を介装することで密
閉性と正極ケースと負極ケースとの間の絶縁性とを担保している。
【００６６】
　（実施例２）
　有機レドックス化合物として化２４で示されるジカルボン酸化合物を、リンカー化合物
として化２５で示されるジアミン化合物を用いて、化２６で示される共重合体を生成し、
この共重合体を化２３に示される化合物に替えて用いたこと以外は、実施例１と同様にし
て二次電池を製造した。なお、生成した共重合体は、化２６に示したように、化２４と化
２５の化合物がアミド結合をした高分子化合物である。
【００６７】
【化２４】

【００６８】
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【００６９】
【化２６】

【００７０】
　（実施例３）
　有機レドックス化合物として化２７で示されるジカルボン酸化合物を、リンカー化合物
として化２８で示されるジアミン化合物を用いて、化２９で示される共重合体を生成し、
この共重合体を化２３に示される化合物に替えて用いたこと以外は、実施例１と同様にし
て二次電池を製造した。なお、生成した共重合体は、化２９に示したように、化２７と化
２８の化合物がイミド結合をした高分子化合物である。
【００７１】
【化２７】

【００７２】

【化２８】

【００７３】
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【化２９】

【００７４】
　（実施例４）
　有機レドックス化合物として化３０で示されるジカルボン酸化合物を、リンカー化合物
として化３１で示されるジアミン化合物を用いて、化３２で示される共重合体を生成し、
この共重合体を化２３に示される化合物に替えて用いたこと以外は、実施例１と同様にし
て二次電池を製造した。なお、生成した共重合体は、化３２に示したように、化３０と化
３１の化合物がイミド結合をした高分子化合物である。
【００７５】
【化３０】

【００７６】
【化３１】

【００７７】
【化３２】

【００７８】
　（実施例５）
　有機レドックス化合物として化３３で示されるジカルボン酸化合物を、リンカー化合物
として化３４で示されるジアミン化合物を用いて、化３５で示される共重合体を生成し、
この共重合体を化２３に示される化合物に替えて用いたこと以外は、実施例１と同様にし
て二次電池を製造した。なお、生成した共重合体は、化３５に示したように、化３３と化
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【００７９】
【化３３】

【００８０】
【化３４】

【００８１】
【化３５】

【００８２】
　（実施例６）
　有機レドックス化合物として化３６で示されるテトラカルボン酸化合物を、リンカー化
合物として化３７で示されるジアミン化合物を用いて、化３８で示される共重合体を生成
し、この共重合体を化２３に示される化合物に替えて用いたこと以外は、実施例１と同様
にして二次電池を製造した。なお、生成した共重合体は、化３８に示したように、化３６
と化３７の化合物がイミド結合をした高分子化合物である。
【００８３】
【化３６】

【００８４】
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【００８５】

【化３８】

【００８６】
　（比較例１）
　テトラチアフルバレン（東京化成工業株式会社製）を、化２３に示される化合物に替え
て用いたこと以外は、実施例１と同様にして二次電池を製造した。
【００８７】
　（比較例２）
　テトラチアフルバレン誘導体であるビス（エチレンジチオ）テトラチアフルバレン（東
京化成工業株式会社製）を、化２３に示される化合物に替えて用いたこと以外は、実施例
１と同様にして二次電池を製造した。
【００８８】
　（評価）
　作製したリチウム二次電池評価として、サイクル特性を測定した。
【００８９】
　サイクル特性の測定は、定電流充放電を電流値１００μＡ、電圧範囲２．５～４．２Ｖ
で行い、１、１０、２０サイクル目の放電容量を１サイクル目の放電容量を１００として
求めた。結果を表１に示した。
【００９０】
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【００９１】
　表１から明らかなように、有機レドックス化合物とリンカー化合物との共重合体を正極
に有する実施例１～６は、サイクル特性に優れていることが確認できる。これに対し、共
重合体を形成していない有機レドックス化合物を正極に有する比較例１～２では、１０サ
イクル目の放電容量が１０以下と、大きく減少していることが確認できる。なお、比較例
１～２は、１０サイクル目以後の放電容量の落ち込みが大きく、測定しなかった。
【００９２】
　このように、有機レドックス化合物とリンカー化合物との共重合体を正極に有すること
で、共重合体（有機レドックス化合物）の電解液への溶出を抑制でき、サイクル特性が向
上した。
【００９３】
　さらに、実施例の有機レドックス化合物とリンカー化合物の共重合体は、大量生産に不
向きな電解重合や、硫黄を含むポリマーの重合に適さないラジカル重合とは異なり、カル
ボニル基とアミン基の縮合反応によって得られるため、容易に工業化できる。
【符号の説明】
【００９４】
　１：リチウムイオン二次電池
　２：正極　　　　　　　　　　　２ａ：正極集電体
　３：負極　　　　　　　　　　　３ａ：負極集電体
　４：電解液
　５０：正極ケース　　　　　　　５１：負極ケース
　６：ガスケット
　７：セパレータ
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